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(57)【要約】
【課題】色調、耐衝撃性および溶着外観に優れた成形品が得られる熱可塑性樹脂組成物の
提供。
【解決手段】熱可塑性樹脂（Ａ）と、カーボンブラック（Ｂ）とを含有し、前記熱可塑性
樹脂（Ａ）は、ゴム状重合体にビニル系重合体がグラフトされたグラフト共重合体（Ｃ）
を含有し、前記カーボンブラック（Ｂ）は、二次粒子の体積平均粒子径が２００ｎｍ以上
であり、二次粒子全体に対する粒子径８００ｎｍ以上の二次粒子の割合が２０体積％未満
であり、前記カーボンブラック（Ｂ）の含有量が、前記熱可塑性樹脂（Ａ）１００質量部
に対して０．１～３．０質量部であることを特徴とする熱可塑性樹脂組成物。
【選択図】なし
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【特許請求の範囲】
【請求項１】
　熱可塑性樹脂（Ａ）と、カーボンブラック（Ｂ）とを含有し、
　前記熱可塑性樹脂（Ａ）は、ゴム状重合体にビニル系重合体がグラフトされたグラフト
共重合体（Ｃ）を含有し、
　前記カーボンブラック（Ｂ）は、二次粒子の体積平均粒子径が２００ｎｍ以上であり、
二次粒子全体に対する粒子径８００ｎｍ以上の二次粒子の割合が２０体積％未満であり、
　前記カーボンブラック（Ｂ）の含有量が、前記熱可塑性樹脂（Ａ）１００質量部に対し
て０．１～３．０質量部であることを特徴とする熱可塑性樹脂組成物。
【請求項２】
　前記カーボンブラック（Ｂ）の体積基準の粒子径分布において累積値が１０％となる粒
子径を１０％累積粒子径（ｄ１０）、前記累積値が５０％となる粒子径を５０％累積粒子
径（ｄ５０）、前記累積値が９０％となる粒子径を９０％累積粒子径（ｄ９０）としたと
きに、下式（１）で求められるＭが下式（２）を満たす、請求項１に記載の熱可塑性樹脂
組成物。
　Ｍ＝（ｄ９０－ｄ１０）／ｄ５０　・・・（１）
　１．５≦Ｍ≦２．５　・・・（２）
【請求項３】
　請求項１または２に記載の熱可塑性樹脂組成物を用いた成形品。
【発明の詳細な説明】
【技術分野】
【０００１】
　本発明は、カーボンブラックを含む熱可塑性樹脂組成物およびそれを用いた成形品に関
する。
【背景技術】
【０００２】
　樹脂は、技術の発展に伴って、車両用部品、家電部品、各種工業用材料など、近年益々
その適用分野を拡大している。樹脂の接合に関する二次加工技術も、その拡大に寄与する
技術の一つである。
　樹脂の接合方法としては、例えばネジやボルトなどによる機械的接合、ホットメルトな
ど接着剤による接合、熱板溶着に代表される熱を与えて溶融させることによる熱板溶着、
接合部を振動させることにより発生する摩擦熱を利用した振動溶着、接合部にレーザー光
を照射しその部位の吸収発熱を利用したレーザー溶着等が挙げられる。加工工程の削減や
軽量化、環境負荷の低減等の観点から、最近では熱板溶着、振動溶着、レーザー溶着が、
その有用性を高めている。
【０００３】
　熱板溶着では、例えば、２つの樹脂部材それぞれの接合したい面（接着用部位）に、加
熱した熱板を数秒間押し当てて、ともに溶融させた後、速やかに熱板から引き離し両者を
接合する。熱板溶着は幅広く用いられている。しかし、熱板溶着においては、樹脂部材の
接着用部位から熱板を引き離した際に、溶融した樹脂が糸状に引き延ばされる糸ひき現象
が発生する場合がある。この糸ひきが顕著になると、得られる樹脂接合体が外観不良とな
る。
【０００４】
　振動溶着では、例えば、２つの樹脂部材それぞれの接着用部位に、圧力および往復運動
による振動を加え、その摩擦熱によって接着用部位の樹脂成分を溶融して、両者を接合す
る。振動溶着は、樹脂部材を加熱する必要がなく、樹脂部材どうしを極めて短時間で接合
することができる優れた方法である。しかし、この振動溶着においては、溶融した樹脂が
、接合部の外側に、糸状にはみ出す糸バリ現象が発生する場合がある。この糸バリが顕著
になると、得られる樹脂接合体が外観不良となる。
【０００５】
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　レーザー溶着では、通常、レーザー光を透過する「透過材」とレーザー光を吸収する「
吸収材」との２つの材料を接合する。例えば、吸収材および透過材を、それぞれの接着用
部位を接触させて配置し、透過材側から材料接触界面に非接触でレーザー光を照射すると
、照射されたレーザー光はそのまま透過材を透過して吸収材表面に到達し吸収される。吸
収材表面で吸収された光エネルギーは熱に変換され接着用部位を溶融させる。また、その
溶融熱は透過材に熱伝達され、透過材の接着用部位を溶融させる。その後、吸収材および
透過材それぞれの溶融した接着用部位が冷却とともに固化、溶着される。このような工程
を経て得られる樹脂接合体は、強度や気密性、外観（バリ発生が無い等）に優れる。また
、レーザー溶着は、作業環境が良好である、接合しようとする樹脂部材に何らかの部品が
内蔵されている場合に、内蔵部品へのダメージが少ない等の特長も有している。しかし、
この方法においては、照射するレーザー光が強すぎると、樹脂の発熱量が増大するため、
発泡や焦げ、変色等の外観不良が引き起こされる。一方、照射するレーザー光が弱すぎる
と、接合強度が低下し、場合によっては十分に溶着しないといった不具合が起こりうる。
このため、レーザー溶着を行う場合、樹脂の発熱量を適切な範囲に制御することが非常に
重要になる。
【０００６】
　ところで、熱可塑性樹脂より得られる成形品は、顔料によって着色された状態（着色成
形品）で利用されることが多い。製品意匠性の観点から、着色成形品の色調は非常に重要
視される。車両用部品などにおいても色調の重要性は高いが、中でもそのデザインが市場
で好まれることから、黒色に対する要求は年々高くなる傾向にある。
　黒色の着色剤として代表的なカーボンブラックは、レーザー光の吸収性が高いため、発
熱量を増大して樹脂を溶融させることにおいては効率がよい。
　しかし、カーボンブラックの添加量が増え過ぎると、発熱量が過剰になるため、上述し
たように、レーザー光の照射時に発泡や焦げ、変色等の外観不良が引き起こされやすい。
つまり、深い黒味を出すためにカーボンブラックの添加量を増やすと、逆にレーザー溶着
後の外観は低下してしまう。よって、色調（特に黒味）とレーザー溶着後の外観を両立さ
せることは非常に困難である。
【０００７】
　特許文献１には、レーザーマーキング性、成形品外観（表面光沢）に優れた着色スチレ
ン系樹脂成形体として、スチレン系樹脂および着色剤を含有し、成形体中に０．１～１０
μｍの二次粒子で存在する着色剤の個数が１００～２００００個／ｍ２であるものが開示
されている。
　しかし、この文献では、成形品の色調（特に黒味）とレーザー溶着後の外観を両立させ
ることに関する記述はない。特許文献１に開示される着色スチレン系樹脂成形体には、レ
ーザー溶着材料として黒味とレーザー光の吸収のバランスおよび耐衝撃性の観点において
技術的に問題がある。
【０００８】
　特許文献２には、ランプハウジングと他の部材との接合において振動溶着時や熱板溶着
時やレーザー溶着時に発生する不良現象を改善するために、ゴム強化共重合体樹脂（ゲル
含有量が７０％以上であるゴム質重合体の存在下に芳香族ビニル化合物およびシアン化ビ
ニル化合物を含むビニル系単量体を重合して得られるもの）または該ゴム強化共重合体樹
脂とビニル系単量体の（共）重合体との組成物からなるゴム強化樹脂と、マレイミド系単
量体単位を含む共重合体および／またはα－メチルスチレンの（共）重合体と、を特定の
割合で組み合わせたランプハウジング用熱可塑性樹脂組成物が開示されている。
　しかし、この文献では、成形品の色調（特に黒味）とレーザー溶着後の外観を両立させ
ることに関する記述はない。特許文献２に開示される組成物では、黒味に対する要求レベ
ルを十分に満足させることができていない。
【先行技術文献】
【特許文献】
【０００９】
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【特許文献１】特開２０００－３０９６３９号公報
【特許文献２】特開２００４－１８２８３５号公報
【発明の概要】
【発明が解決しようとする課題】
【００１０】
　本発明は、色調、耐衝撃性および溶着外観に優れた成形品が得られる熱可塑性樹脂組成
物を提供することを目的とする。
　また、本発明は、色調、耐衝撃性および溶着外観に優れた成形品を提供することを目的
とする。
【課題を解決するための手段】
【００１１】
　本発明者らは鋭意検討した結果、ゴム含有グラフト共重合体を含む熱可塑性樹脂組成物
に、特定の二次粒子径分布をもつカーボンブラックを配合することによって上記の課題を
解消できることを見出し、本発明に到達した。
　即ち、本発明は、以下を要旨とする。
【００１２】
　［１］熱可塑性樹脂（Ａ）と、カーボンブラック（Ｂ）とを含有し、
　前記熱可塑性樹脂（Ａ）は、ゴム状重合体にビニル系重合体がグラフトされたグラフト
共重合体（Ｃ）を含有し、
　前記カーボンブラック（Ｂ）は、二次粒子の体積平均粒子径が２００ｎｍ以上であり、
二次粒子全体に対する粒子径８００ｎｍ以上の二次粒子の割合が２０体積％未満であり、
　前記カーボンブラック（Ｂ）の含有量が、前記熱可塑性樹脂（Ａ）１００質量部に対し
て０．１～３．０質量部であることを特徴とする熱可塑性樹脂組成物。
　［２］前記カーボンブラック（Ｂ）の体積基準の粒子径分布において累積値が１０％と
なる粒子径を１０％累積粒子径（ｄ１０）、前記累積値が５０％となる粒子径を５０％累
積粒子径（ｄ５０）、前記累積値が９０％となる粒子径を９０％累積粒子径（ｄ９０）と
したときに、下式（１）で求められるＭが下式（２）を満たす、［１］の熱可塑性樹脂組
成物。
　Ｍ＝（ｄ９０－ｄ１０）／ｄ５０　・・・（１）
　１．５≦Ｍ≦２．５　・・・（２）
　［３］前記［１］または［２］の熱可塑性樹脂組成物を用いた成形品。
【発明の効果】
【００１３】
　本発明の熱可塑性樹脂組成物によれば、色調、耐衝撃性および溶着外観に優れた成形品
が得られる。
　本発明の成形品は、色調、耐衝撃性および溶着外観に優れる。
【発明を実施するための形態】
【００１４】
　以下、本発明を詳細に説明する。
　なお、以下の説明において、「成形品」とは、本発明の熱可塑性樹脂組成物を成形して
なるものである。また、以下の説明において、特に断りがない限り、「色調が優れる」と
は、成形品の黒味が深い（濃い）ことを意味する。また、「溶着外観が優れる」とは、成
形品をレーザー溶着、振動溶着または熱板溶着により溶着した後、溶着部に外観不良がな
いことを意味する。外観不良とは、レーザー溶着の場合は、溶着部における焦げや変色、
溶着不足を意味し、振動溶着の場合は、溶着部における糸バリを意味し、熱板溶着の場合
は、溶着部の糸ひきを意味する。
【００１５】
「熱可塑性樹脂組成物」
　本発明の熱可塑性樹脂組成物は、熱可塑性樹脂（Ａ）と、カーボンブラック（Ｂ）とを
含有する。
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　本発明の熱可塑性樹脂組成物は、必要に応じて、本発明の効果が著しく損なわれない範
囲内で、熱可塑性樹脂（Ａ）およびカーボンブラック（Ｂ）に加えて、その他の添加剤を
含有してもよい。
【００１６】
＜熱可塑性樹脂（Ａ）＞
　熱可塑性樹脂（Ａ）は、グラフト共重合体（Ｃ）を含有する。
　熱可塑性樹脂（Ａ）は、グラフト共重合体（Ｃ）のみで構成されていてもよく、グラフ
ト共重合体（Ｃ）以外の他の熱可塑性樹脂（Ｄ）をさらに含有してもよい。耐衝撃性と流
動性のバランスの点では、熱可塑性樹脂（Ａ）は、他の熱可塑性樹脂（Ｄ）を含有するこ
とが好ましい。
【００１７】
　熱可塑性樹脂（Ａ）は、グラフト共重合体（Ｃ）の２０～１００質量％と、他の熱可塑
性樹脂（Ｄ）の０～８０質量％とからなることが好ましく、グラフト共重合体（Ｃ）の２
０～６０質量％と、他の熱可塑性樹脂（Ｄ）の４０～８０質量％とからなることがより好
ましい（ただし、グラフト共重合体（Ｃ）と他の熱可塑性樹脂（Ｄ）の合計を１００質量
％とする。）。熱可塑性樹脂（Ａ）中のグラフト共重合体（Ｃ）の含有量が前記範囲の下
限値以上であれば、成形品の耐衝撃性、溶着外観がより優れる。
【００１８】
＜グラフト共重合体（Ｃ）＞
　グラフト共重合体（Ｃ）は、ゴム状重合体にビニル系重合体がグラフトされたものであ
る。
　グラフト共重合体（Ｃ）を構成するゴム状重合体としては、特に制限されないが、例え
ば、ポリブタジエン、スチレン／ブタジエン共重合体、アクリル酸エステル／ブタジエン
共重合体等のブタジエン系ゴム；スチレン／イソプレン共重合体等の共役ジエン系ゴム；
ポリアクリル酸ブチル等のアクリル系ゴム；エチレン／プロピレン共重合体等のオレフィ
ン系ゴム；ポリオルガノシロキサン等のシリコーン系ゴム；等が挙げられる。これらはい
ずれか１種を単独で、または２種以上を組合わせて使用することができる。なお、これら
ゴム状重合体は、モノマーから使用することができる。ゴム状重合体は複合ゴム構造やコ
ア／シェル構造をとってもよい。
　グラフト共重合体（Ｃ）を構成するゴム状重合体としては、色調と耐衝撃性のバランス
が良好である点から、ブタジエン系ゴム、アクリル系ゴム、またはそれらの複合ゴム状重
合体が好ましい。
【００１９】
　上記のゴム状重合体のゲル含有量は、５０～９９質量％が好ましく、６０～９５質量％
がより好ましく、７０～８５質量％が特に好ましい。ゴム状重合体のゲル含有量が前記範
囲内であれば、熱可塑性樹脂組成物から得られる成形品の耐衝撃性がより優れる。
【００２０】
　ゴム状重合体のゲル含有量は、具体的には、以下の方法により測定される。
　秤量したゴム状重合体を、適当な溶剤に室温（２３℃）で２０時間かけて溶解させ、遠
心分離した後、上澄みをデカンテーションにより除去して、残存した不溶分を６０℃で２
４時間乾燥した後秤量する。最初に秤量したゴム状重合体に対する不溶分の割合（質量％
）を求め、該割合をゴム状重合体のゲル含有量とする。ゴム状重合体の溶解に用いる溶剤
としては、例えば、トルエンやアセトンを用いることができる。
【００２１】
　ゴム状重合体は、典型的には、粒状である。
　ゴム状重合体の平均粒子径は、特に制限されないが、０．１～１μｍが好ましく、０．
２～０．５μｍであることがより好ましい。ゴム状重合体の平均粒子径が前記範囲の下限
値以上であれば、耐衝撃性がより優れ、前記範囲の上限値以下であれば、色調がより優れ
る。
　ゴム状重合体の平均粒子径は、粒度分布測定器を用いて体積基準の粒子径分布を測定し
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、得られた粒子径分布より算出することができる。
【００２２】
　グラフト共重合体（Ｃ）を構成するビニル系重合体は、ビニル系単量体に基づく構成単
位から構成される。
　ビニル系単量体としては、特に制限されないが、芳香族ビニル化合物、（メタ）アクリ
ル酸アルキルエステル、シアン化ビニル化合物等が好ましい。「（メタ）アクリル酸アル
キルエステル」とは、アクリル酸アルキルエステルおよびメタクリル酸アルキルエステル
の総称である。芳香族ビニル化合物としては、例えばスチレン、α－メチルスチレン、ｐ
－メチルスチレン等が挙げられる。（メタ）アクリル酸アルキルエステルとしては、例え
ばメタクリル酸メチル、メタクリル酸エチル、メタクリル酸２－エチルヘキシル、アクリ
ル酸メチル、アクリル酸エチル、アクリル酸ｎ－ブチル、アクリル酸イソブチル、アクリ
ル酸ｔ－ブチル等が挙げられる。シアン化ビニル化合物としては、例えばアクリロニトリ
ル、メタクリロニトリル等が挙げられる。これらのビニル系単量体は１種を単独で、或い
は２種以上を混合して使用することができる。
　ビニル系単量体としては、上記の中でも、成形品の耐衝撃性がより向上することから、
スチレンとアクリロニトリルとを併用することが好ましい。すなわち、ビニル系重合体は
、スチレンに基づく構成単位と、アクリロニトリルに基づく構成単位とを有することが好
ましい。
【００２３】
　グラフト共重合体（Ｃ）において、ゴム状重合体とビニル系重合体との質量比は特に制
限されないが、グラフト共重合体（Ｃ）の全質量に対し、ゴム状重合体が１０～８０質量
％、ビニル系重合体が２０～９０質量％であることが好ましく、ゴム状重合体が３０～７
０質量％、ビニル系重合体が３０～７０質量％であることが特に好ましい（ただし、ゴム
状重合体とビニル系重合体との合計を１００質量％とする。）。ゴム状重合体とビニル系
重合体との質量比が前記範囲内であると、成形品の耐衝撃性がより優れたものとなる。
【００２４】
（グラフト共重合体（Ｃ）の製造方法）
　グラフト共重合体（Ｃ）は、ゴム状重合体にビニル系重合体をグラフトさせて得られる
。
　ゴム状重合体にビニル系重合体をグラフトさせる方法としては、例えば、ゴム状重合体
の存在下でビニル系単量体を重合（グラフト重合）する方法が挙げられる。このようにし
て得られるグラフト共重合体（Ｃ）は、ビニル系単量体を重合することによって得られる
ビニル系重合体がゴム状重合体にグラフトされた形態を有している。
　グラフト重合を行う方法としては、特に制限されないが、反応が安定して進行するよう
に制御可能であることから、乳化重合が好ましい。具体的には、ゴム状重合体の水性分散
体にビニル系単量体を一括して仕込んだ後に重合する方法；ゴム状重合体の水性分散体に
ビニル系単量体の一部を先に仕込み、随時重合させながら残りを重合系に滴下する方法；
ゴム状重合体の水性分散体にビニル系単量体の全量を滴下しながら随時重合する方法等が
挙げられる。ビニル系単量体の重合は１段で行ってもよく、２段以上に分けて行ってもよ
い。２段以上に分けて行う場合、各段におけるビニル系単量体の種類や組成比を変えて行
うことも可能である。
【００２５】
　ゴム状重合体とビニル系単量体との質量比は特に制限されないが、ゴム状重合体とビニ
ル系単量体との合計質量に対し、ゴム状重合体を１０～８０質量％、ビニル系単量体を２
０～９０質量％とすることが好ましく、ゴム状重合体を３０～７０質量％、ビニル系単量
体を３０～７０質量％とすることが特に好ましい（ただし、ゴム状重合体とビニル系単量
体の合計を１００質量％とする。）。かかる質量比でグラフト重合すると、成形品の耐衝
撃性がより優れたものとなる。
【００２６】
　乳化重合は、通常、ラジカル重合開始剤および乳化剤を用いて行われる。例えば、ゴム
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状重合体の水性分散体にビニル系単量体を加え、ラジカル重合開始剤および乳化剤の存在
下で前記ビニル系単量体をラジカル重合させる。
　ラジカル重合を行う際には、得られるグラフト共重合体（Ｃ）の分子量やグラフト率を
制御するため、各種公知の連鎖移動剤を添加してもよい。
　ラジカル重合の重合条件は特に限定されず、たとえば、５０～１００℃で１～１０時間
の重合条件が挙げられる。
【００２７】
　ラジカル重合開始剤としては、過酸化物、アゾ系開始剤、酸化剤と還元剤とを組み合わ
せたレドックス系開始剤等が挙げられる。これらの中では、レドックス系開始剤が好まし
く、硫酸第一鉄とエチレンジアミン四酢酸二ナトリウム塩とナトリウムホルムアルデヒド
スルホキシレートとハイドロパーオキサイドとを組み合わせたスルホキシレート系開始剤
が特に好ましい。
【００２８】
　乳化剤としては、特に制限されないが、ラジカル重合時のラテックスの安定性に優れ、
重合率を高められることから、サルコシン酸ナトリウム、脂肪酸カリウム、脂肪酸ナトリ
ウム、アルケニルコハク酸ジカリウム、ロジン酸石鹸等の各種カルボン酸塩が好ましい。
これらの中では、得られるグラフト共重合体（Ｃ）およびこれを含む熱可塑性樹脂組成物
を高温成形した際にガス発生を抑制できることから、アルケニルコハク酸ジカリウムが好
ましい。
【００２９】
　上記のようにグラフト重合を行って得られるグラフト共重合体（Ｃ）は、通常、ラテッ
クスの状態である。
　グラフト共重合体（Ｃ）のラテックスからグラフト共重合体（Ｃ）を回収する方法とし
ては、例えばグラフト共重合体（Ｃ）のラテックスを、凝固剤を溶解させた熱水中に投入
することによってスラリー状に凝析する湿式法；加熱雰囲気中にグラフト共重合体（Ｃ）
のラテックスを噴霧することによって半直接的にグラフト共重合体（Ｃ）を回収するスプ
レードライ法等が挙げられる。
【００３０】
　湿式法に用いる凝固剤としては、硫酸、塩酸、リン酸、硝酸等の無機酸；塩化カルシウ
ム、酢酸カルシウム、硫酸アルミニウム等の金属塩等が挙げられ、重合で用いた乳化剤に
応じて選定される。例えば、乳化剤として脂肪酸石鹸やロジン酸石鹸等のカルボン酸石鹸
のみが使用されている場合には、上述した凝固剤の１種以上を用いることができる。乳化
剤としてアルキルベンゼンスルホン酸ナトリウム等の酸性領域でも安定な乳化力を示す乳
化剤を使用した場合には、凝固剤としては金属塩が好適である。
【００３１】
　湿式法を用いると、スラリー状のグラフト共重合体（Ｃ）が得られる。このスラリー状
のグラフト共重合体（Ｃ）から乾燥状態のグラフト共重合体（Ｃ）を得る方法としては、
まず、残存する乳化剤残渣を水中に溶出させて洗浄し、次いで、このスラリーを遠心また
はプレス脱水機等で脱水した後に気流乾燥機等で乾燥する方法；圧搾脱水機や押出機等で
脱水と乾燥とを同時に実施する方法等が挙げられる。かかる方法によって、粉体または粒
子状の乾燥グラフト共重合体（Ｃ）が得られる。
【００３２】
　洗浄条件としては特に制限されないが、乾燥後のグラフト共重合体（Ｃ）１００質量％
中に含まれる乳化剤残渣量が０．５～２質量％の範囲となる条件で洗浄することが好まし
い。グラフト共重合体（Ｃ）中の乳化剤残渣が０．５質量％以上であれば、得られるグラ
フト共重合体（Ｃ）およびこれを含む熱可塑性樹脂組成物の流動性がより向上する傾向に
ある。一方、グラフト共重合体（Ｃ）中の乳化剤残渣が２質量％以下であれば、熱可塑樹
脂組成物を高温成形した際のガス発生を抑制できる。
　なお、圧搾脱水機や押出機から排出されたグラフト共重合体（Ｃ）を回収せず、直接、
樹脂組成物を製造する押出機や成形機に送って成形品とすることも可能である。



(8) JP 2017-179073 A 2017.10.5

10

20

30

40

50

【００３３】
＜他の熱可塑性樹脂（Ｄ）＞
　他の熱可塑性樹脂（Ｄ）としては、特に制限されないが、例えばアクリロニトリル－ス
チレン共重合体（ＡＳ樹脂）、アクリロニトリル－α－メチルスチレン共重合体（αＳＡ
Ｎ樹脂）、スチレン－無水マレイン酸共重合体、アクリロニトリル－スチレン－Ｎ－置換
マレイミド三元共重合体、スチレン－無水マレイン酸－Ｎ－置換マレイミド三元共重合体
、アクリロニトリル－ブタジエン－スチレン共重合体（ＡＢＳ樹脂）、アクリロニトリル
－スチレン－アルキル（メタ）アクリレート共重合体（ＡＳＡ樹脂）、アクリロニトリル
－エチレン－プロピレン－ジエン－スチレン共重合体（ＡＥＳ樹脂）、ポリメタクリル酸
メチル、ポリカーボネート樹脂、ポリブチレンテレフタレート（ＰＢＴ樹脂）、ポリエチ
レンテレフタレート（ＰＥＴ樹脂）、ポリ塩化ビニル、ポリエチレン、ポリプロピレン等
のポリオレフィン、スチレン－ブタジエン－スチレン（ＳＢＳ）、スチレン－ブタジエン
（ＳＢＲ）、水素添加ＳＢＳ、スチレン－イソプレン－スチレン（ＳＩＳ）等のスチレン
系エラストマー、各種のオレフィン系エラストマー、各種のポリエステル系エラストマー
、ポリスチレン、メチルメタクリレート－スチレン共重合体（ＭＳ樹脂）、アクリロニト
リル－スチレン－メタクリル酸メチル共重合体、ポリアセタール樹脂、変性ポリフェニレ
ンエーテル（変性ＰＰＥ樹脂）、エチレン－酢酸ビニル共重合体、ポリフェニレンサルフ
ァイド（ＰＰＳ樹脂）、ポリエーテルサルフォン（ＰＥＳ樹脂）、ポリエーテルエーテル
ケトン（ＰＥＥＫ樹脂）、ポリアリレート、液晶ポリエステル樹脂、ポリアミド樹脂（例
えばナイロン）等が挙げられる。これら他の熱可塑性樹脂（Ｄ）は、１種単独で用いても
よいし、２種以上を併用してもよい。
【００３４】
＜カーボンブラック（Ｂ）＞
　カーボンブラック（Ｂ）としては、例えば、チャネルブラック系、ファーネスブラック
系、ランプブラック系、サーマルブラック系、ケッチェンブラック系、ナフタレンブラッ
ク系等が挙げられる。これらはいずれか１種を単独で、または２種以上を組合わせて使用
することができる。
【００３５】
　カーボンブラック（Ｂ）は、粒子表面が二次処理されたものであってもよい。
　二次処理としては、例えば、酸化処理による表面官能基の付与、不活性雰囲気下での加
熱処理による結晶構造による黒鉛化、水蒸気または炭酸ガスでの賊活処理等が挙げられる
。前記酸化処理としては、オゾン、硝酸、亜硝酸、次亜塩素酸ナトリウム、過酸化水素の
いずれかによる処理が挙げられる。酸化処理によってカーボンブラック表面にカルボキシ
ル基、フェノール性水酸基等の酸性官能基が生成し、カーボンブラック表面の濡れ性や分
散性が向上する。
【００３６】
　カーボンブラック（Ｂ）は、通常、球状の一次粒子が凝集した形状の二次粒子として存
在する。
　カーボンブラック（Ｂ）は、二次粒子の体積平均粒子径が２００ｎｍ以上であり、二次
粒子全体に対する粒子径８００ｎｍ以上の二次粒子の割合が２０体積％未満である。二次
粒子の体積平均粒子径が２００ｎｍ未満、または粒子径８００ｎｍ以上の二次粒子の割合
が２０体積％以上であると、色調およびレーザー溶着性が不十分になるおそれがある。
　カーボンブラック（Ｂ）の二次粒子の体積平均粒子径の上限は、粒子径８００ｎｍ以上
の二次粒子の割合が２０体積％未満となる限り特に限定されないが、典型的には６００ｎ
ｍ以下である。
　粒子径８００ｎｍ以上の二次粒子の割合の下限は特に限定されず、０質量％であっても
よい。
　前記体積平均粒子径は、動的光散乱法より測定される。例えばカーボンブラック（Ｂ）
を分散媒（Ｎ－メチルピロリドン）に分散させ、ナノトラックを用いて体積基準の粒子径
分布を測定し、得られた粒子径分布より前記体積平均粒子径が算出される。
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【００３７】
　カーボンブラック（Ｂ）は、二次粒子の体積基準の粒子径分布において累積値が１０％
となる粒子径を１０％累積粒子径（ｄ１０）、前記累積値が５０％となる粒子径を５０％
累積粒子径（ｄ５０）、前記累積値が９０％となる粒子径を９０％累積粒子径（ｄ９０）
としたときに、下式（１）で求められるＭが下式（２）を満たすものであることが好まし
い。
　Ｍ＝（ｄ９０－ｄ１０）／ｄ５０　・・・（１）
　１．５≦Ｍ≦２．５　・・・（２）
　Ｍが１．５超であると、色調およびレーザー溶着性がより優れる傾向がある。Ｍが２．
５未満であると、色調がより優れる傾向がある。
　Ｍは、１．５≦Ｍ≦２．０を満たすことがより好ましい。
　前記粒子径分布は、動的光散乱法より測定される。例えばカーボンブラック（Ｂ）を分
散媒（Ｎ－メチルピロリドン）に分散させ、ナノトラックを用いて粒子径分布が測定され
る。
【００３８】
　熱可塑性樹脂組成物中のカーボンブラック（Ｂ）の含有量は、熱可塑性樹脂（Ａ）１０
０質量部に対して０．１～３．０質量部であり、０．３～２．０質量部が好ましく、０．
５～１．０質量部がさらに好ましい。
　カーボンブラック（Ｂ）の含有量が上記下限値以上であれば、熱可塑性樹脂組成物から
得られる成形品の色調が優れる。またレーザー溶着で十分な接合強度が得られる。
　カーボンブラック（Ｂ）の含有量が上記上限値以下であれば、レーザー溶着時に焦げや
変色が発生しにくく、溶着外観が優れる。また、振動溶着、熱板溶着でも溶着外観が優れ
る傾向がある。
【００３９】
＜その他の添加剤＞
　その他の添加剤としては、例えば、酸化防止剤や光安定剤等の各種安定剤、滑剤、可塑
剤、離型剤、染料、顔料、帯電防止剤、難燃剤、無機充填剤、金属粉末等が挙げられる。
　その他の添加剤の含有量は、添加剤の種類に応じて適宜設定され、特に限定されないが
、熱可塑性樹脂（Ａ）１００質量部に対して１０質量部以下であることが好ましく、０質
量部であってもよい。
【００４０】
＜熱可塑性樹脂組成物の製造方法＞
　本発明の熱可塑性樹脂組成物は、例えば、熱可塑性樹脂（Ａ）と、カーボンブラック（
Ｂ）と、必要に応じてその他の添加剤とを、Ｖ型ブレンダやヘンシェルミキサー等により
混合分散させ、これにより得られた混合物をスクリュー式押出機、バンバリーミキサ、加
圧ニーダ、ミキシングロール等の溶融混練機等を用いて溶融混練することにより製造され
る。また、必要に応じて、ペレタイザー等を用いて溶融混練物をペレット化してもよい。
【００４１】
＜作用効果＞
　以上説明した本発明の熱可塑性樹脂組成物にあっては、熱可塑性樹脂（Ａ）と、カーボ
ンブラック（Ｂ）とを含有し、熱可塑性樹脂（Ａ）がグラフト共重合体（Ｃ）を含有し、
カーボンブラック（Ｂ）の二次粒子の体積平均粒子径が２００ｎｍ以上で、二次粒子全体
に対する粒子径８００ｎｍ以上の二次粒子の割合が２０体積％未満であり、カーボンブラ
ック（Ｂ）の含有量が熱可塑性樹脂（Ａ）１００質量部に対して０．１～３．０質量部で
あるため、成形品としたときに、樹脂部材として十分な耐衝撃性と、優れた色調（特に黒
味）を発現する。また、この成形品は、レーザー溶着、振動溶着または熱板溶着による溶
着が可能であり、その溶着部は外観に優れ、また、充分な接合強度を発現し得る。
【００４２】
「成形品」
　本発明の成形品は、本発明の熱可塑性樹脂組成物を用いたものである。
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　本発明の成形品は、本発明の熱可塑性樹脂組成物を成形することにより製造できる。
　成形方法としては、公知の成形方法を利用でき、例えば射出成形法、プレス成形法、押
出成形法、真空成形法、ブロー成形法等が挙げられる。
【００４３】
　本発明の成形品は、レーザー溶着、振動溶着、熱板溶着等により溶着することができる
。例えば本発明の成形品同士、または本発明の成形品と他の樹脂成形品とをレーザー溶着
、振動溶着または熱板溶着により溶着することで、樹脂接合体が得られる。かかる樹脂接
合体は、溶着部の外観や接合強度に優れる。
【００４４】
　本発明の成形品およびこれを用いた樹脂接合体の用途としては、例えば、灯具、内装、
外装等の車両用部品、ＯＡ機器、家電部品、医療用器具、各種の工業用材料等が挙げられ
、車両用灯具が好適である。
【実施例】
【００４５】
　以下、具体的に実施例を示す。ただし本発明は以下の実施例に限定されるものではない
。なお、以下の例中の「％」および「部」は、明記しない限りは質量基準である。
　以下の実施例および比較例における各種測定および評価方法は、以下の通りである。
【００４６】
＜耐衝撃性の評価＞
　ＩＳＯ　３１６７に準拠して、ペレット状の熱可塑性樹脂組成物から、射出成形機（東
芝機械株式会社製、「ＩＳ５５ＦＰ－１．５Ａ」）によって試験片（成形品）を作製した
。この試験片のシャルピー（Ｃｈａｒｐｙ）衝撃強度をＩＳＯ　１７９－１：２０００に
準拠して、ノッチ付、２３℃雰囲気下で測定した。
【００４７】
＜レーザー溶着外観の評価＞
　各例で製造したペレット状の熱可塑性樹脂組成物から、４オンス射出成形機（株式会社
日本製鋼所製、）を用い、シリンダー設定温度２６０℃、金型温度６０℃、射出率が２０
ｇ／秒の条件で、長さ１００ｍｍ、幅１００ｍｍ、厚み２ｍｍの板状の試験片（成形品）
を作製し、これを吸収材とした。
　使用する樹脂を、各例で製造したペレット状の熱可塑性樹脂組成物からペレット状のア
クリル樹脂へ変更したこと以外は、吸収材と同様の手順で透過材を作製した。
　吸収材と透過材とを重ね合わせ、ライスター社製「レーザー溶着機ＮＯＶＯＬＡＳ－Ｃ
型」を用い、出力：３Ｗ、焦点径：２ｍｍ、走査速度：２０ｍｍ／秒、溶着長：３０ｍｍ
の条件でレーザー光を透過材側から照射して吸収材と溶着させて接合体を得た。その後、
接合体の接合面の溶着外観を目視で観察し、以下の基準で評価した。
　○：発泡がない。
　△：一部発泡がある。
　×：全体に発泡がある、または焦げがある。
【００４８】
＜振動溶着外観の評価＞
　各例で製造したペレット状の熱可塑性樹脂組成物から、射出成形によって厚み２ｍｍの
平板成形品（台形状、幅７０ｍｍ、短辺１１０ｍｍ、長辺１６０ｍｍ）を得た。
　得られた平板成形品と評価レンズとを振動溶着させて接合体を得た。評価レンズとして
はポリメチルメタクリレート（ＰＭＭＡ）樹脂（三菱レイヨン（株）製　アクリペットＶ
Ｈ４）を射出成形にて３ｍｍのリブ付きシート（台形状、幅７０ｍｍ、短辺１１０ｍｍ、
長辺１６０ｍｍ、リブ：高さ１０ｍｍ、短辺１００ｍｍ、長辺１５０ｍｍ）に成形したも
のを使用した。振動溶着は、日本エマソン（株）製　ＢＲＡＮＳＯＮ　ＶＩＢＲＡＴＩＯ
Ｎ　ＷＥＬＤＥＲ　２４０７を用い、振幅１ｍｍ、圧力０．３ＭＰａ、沈み込み量１．５
ｍｍの条件で行った。
　振動溶着時に溶融、接合して生じる糸バリの本数を目視で観察し、以下の基準で評価し
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た。
　○：０本以上１５本未満。
　△：１５本以上２０本未満。
　×：２０本以上。
【００４９】
＜熱板溶着外観の評価＞
　各例で製造したペレット状の熱可塑性樹脂組成物から、射出成形によって試験用シート
（２５ｍｍ×１００ｍｍ×３ｍｍ）を得た。
　得られた試験用シートを、２２０℃に加熱した熱板に１２秒間接触させた後、水平に引
き離し、その際の５ｍｍ以上の糸ひきの本数を目視で観察し、以下の基準で評価した。
　○：０本以上５本未満。
　△：５本以上１５本未満。
　×：１５本以上。
【００５０】
＜色調の評価＞
　レーザー溶着外観の評価に使用したものと同じ試験片を使用して、測色計により色調（
Ｌ＊）を測定した。Ｌ＊の値が小さいほど、成形品の黒味が深い（濃い）ことを示す。
【００５１】
＜カーボンブラック（Ｂ）の二次粒子の体積平均粒子径および粒子径分布の測定＞
　カーボンブラック（Ｂ）をＮ－メチルピロリドンに分散させ０．０４％分散液として、
日機装社製のＮａｎｏｔｒａｃ　ＵＰＡ－ＥＸ１５０を用いて動的光散乱法より体積基準
の粒子径分布を測定し、体積平均粒子径を求めた。
　また、上記体積基準の粒子径分布において、累積値が１０％となる粒子径を１０％累積
粒子径（ｄ１０）、５０％となる粒子径を５０％累積粒子径（ｄ５０）、９０％となる粒
子径を９０％累積粒子径（ｄ９０）として求め、前記式（１）からＭの値を算出した。
【００５２】
＜ラテックスにおける重合体の体積平均粒子径の測定＞
　日機装社製のＮａｎｏｔｒａｃ　ＵＰＡ－ＥＸ１５０を用いて動的光散乱法により、体
積平均粒子径を求めた。
【００５３】
＜ゴム状重合体のゲル含有量の測定＞
　秤量したゴム状重合体を、トルエンに室温（２３℃）で２０時間かけて溶解させ、遠心
分離した後、上澄みをデカンテーションにより除去して、残存した不溶分を６０℃で２４
時間乾燥した後秤量した。最初に秤量したゴム状重合体に対する不溶分の割合（％）を求
め、該割合をゴム状重合体のゲル含有量とした。
【００５４】
「酸基含有共重合体ラテックスの製造」
＜製造例１：酸基含有共重合体ラテックス（Ｋ）の製造＞
　試薬注入容器、冷却管、ジャケット加熱機および撹拌装置を備えた反応器内に、イオン
交換水２００部、オレイン酸カリウム２部、ジオクチルスルホコハク酸ナトリウム４部、
硫酸第一鉄七水塩０．００３部、エチレンジアミン四酢酸二ナトリウム塩０．００９部、
ナトリウムホルムアルデヒドスルホキシレート０．３部を窒素気流下で仕込み、６０℃に
昇温した。６０℃になった時点から、アクリル酸ｎ－ブチル８５部、メタクリル酸１５部
、クメンヒドロパーオキサイド０．５部からなる混合物を１２０分間かけて連続的に滴下
した。滴下終了後、さらに２時間、６０℃を維持した状態で熟成を行い、固形分が３３％
、重合転化率が９６％、酸基含有共重合体の体積平均粒子径が１２０ｎｍである酸基含有
共重合体ラテックス（Ｋ）を得た。
【００５５】
「グラフト共重合体（Ｃ）」
＜製造例２：グラフト共重合体（Ｃ－１）の製造＞
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　試薬注入容器、冷却管、ジャケット加熱機および攪拌装置を備えた反応器内に、イオン
交換水１５０部、ポリブタジエンラテックス（体積平均粒子径０．２μｍ、ゲル含有量８
４％）を固形分換算で５０部、不均化ロジン酸カリウム１部、水酸化カリウム０．０３部
を仕込み、６０℃に加熱後、硫酸第一鉄七水塩０．００７部、ピロリン酸ナトリウム０．
１部、結晶ブドウ糖０．３部を添加した。次いで、アクリロニトリル１５部、スチレン３
５部、クメンハイドロパーオキサイド０．４部、ｔ－ドデシルメルカプタン０．５部から
なる混合液を１２０分間にわたって滴下し、重合した。滴下終了後、温度７０℃の状態を
６０分間保持した後、クメンハイドロパーオキサイド０．０５部を添加し、さらに温度７
０℃の状態を３０分保持した後、冷却し、ポリブタジエンに、アクリロニトリルとスチレ
ンをグラフト重合させたポリブタジエン系のグラフト共重合体（Ｃ－１）のラテックスを
得た。
　次いで、ラテックスに酸化防止剤を添加し、１％硫酸水溶液１５０部を６０℃に加熱し
、この中へグラフト共重合体（Ｃ－１）のラテックス１００部を徐々に滴下して凝固した
。そして、析出物を分離し、脱水、洗浄した後に乾燥して、グラフト共重合体（Ｃ－１）
を得た。
【００５６】
＜製造例３：グラフト共重合体（Ｃ－２）の製造＞
　試薬注入容器、冷却管、ジャケット加熱機および攪拌装置を備えた反応器内に、ポリブ
タジエンラテックス（体積平均粒子径２００ｎｍ）を固形分換算で２．０部と、アルケニ
ルコハク酸ジカリウム０．８部と、イオン交換水１９０部とを仕込んで混合した。次いで
、アクリル酸ｎ－ブチル４８．０部、アリルメタクリレート０．６部、１，３－ブチレン
グリコールジメタクリレート０．１部、ｔ－ブチルハイドロパーオキサイド０．１部から
なる混合物を添加した。この反応器に窒素気流を通じることによって雰囲気の窒素置換を
行い、内温を６０℃まで昇温した。内温が６０℃に達した時点で、硫酸第一鉄七水塩０．
００００７５部、エチレンジアミン四酢酸二ナトリウム塩０．０００２３部、ナトリウム
ホルムアルデヒドスルホキシレート０．２部、イオン交換水１０部からなる水溶液を添加
し、ラジカル重合を開始させた。重合発熱が確認された後、ジャケット温度を７５℃とし
、重合発熱が確認されなくなるまで重合を継続し、さらに１時間この状態を維持し、ポリ
ブタジエンとポリブチルアクリレートゴムとが複合した複合ゴムを得た（ラジカル重合工
程）。得られた複合ゴムの体積平均粒子径は２８０ｎｍであった。
　反応器内部の液温が７０℃に低下した後、５％ピロリン酸ナトリウム水溶液を固形分と
して０．６０部添加した。内温７０℃で制御した後、酸基含有共重合体ラテックス（Ｋ）
を固形分として０．６０部添加し、３０分撹拌、肥大化を行い、複合ゴム状重合体のラテ
ックスを得た（肥大化工程）。得られたラテックスにおける複合ゴム状重合体の体積均粒
子径は３００ｎｍ、ゲル含有量は８３％であった。
【００５７】
　この複合ゴム状重合体のラテックスに、硫酸第一鉄七水塩０．００１部、エチレンジア
ミン四酢酸二ナトリウム塩０．００３部、ロンガリット０．３部、イオン交換水１０部か
らなる水溶液を添加した。次いで、アクリロニトリル１０部、スチレン３０部、ｔ－ブチ
ルハイドロパーオキサイド０．１８部からなる混合液を８０分間にわたって滴下し、重合
した。滴下終了後、温度７５℃の状態を３０分間保持した後、アクリロニトリル２．５部
、スチレン７．５部、ｔ－ブチルハイドロパーオキサイド０．０５部、ｎ―オクチルメル
カプタン０．０２部からなる混合物を２０分間にわたって滴下し、重合した。滴下終了後
、温度７５℃の状態を３０分間保持した後、クメンヒドロパーオキシド０．０５部を添加
し、さらに温度７５℃の状態を３０分間保持した後、冷却し、複合ゴム状重合体に、アク
リロニトリルとスチレンをグラフト重合させたブタジエン／アクリル複合ゴム系のグラフ
ト共重合体（Ｃ－２）のラテックスを得た。
　次いで、１％酢酸カルシウム水溶液１５０部を６０℃に加熱し、この中へグラフト共重
合体（Ｃ－１）のラテックス１００部を徐々に滴下して凝固した。そして、析出物を分離
し、脱水、洗浄した後に乾燥して、グラフト共重合体（Ｃ－２）を得た。
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【００５８】
＜製造例４：グラフト共重合体（Ｃ－３）の製造＞
　試薬注入容器、冷却管、ジャケット加熱機および攪拌装置を備えた反応器内に、イオン
交換水１９０部、アルケニルコハク酸ジカリウム０．６部、アクリル酸ｎ－ブチル５０部
、アリルメタクリレート０．６部、ｔ－ブチルハイドロパーオキサイド０．１部からなる
混合物を添加した。この反応器に窒素気流を通じることによって雰囲気の窒素置換を行い
、内温を５５℃まで昇温した。内温が５５℃に達した時点で、硫酸第一鉄七水塩０．００
０１部、エチレンジアミン四酢酸二ナトリウム塩０．０００３部、ナトリウムホルムアル
デヒドスルホキシレート０．２部、イオン交換水１０部からなる水溶液を添加し、ラジカ
ル重合を開始させた。重合発熱が確認された後、ジャケット温度を７５℃とし、重合発熱
が確認されなくなるまで重合を継続し、さらに１時間この状態を維持した。得られたゴム
状重合体の体積平均粒子径は１００ｎｍであった。
　反応器内部の液温が７０℃に低下した後、５％ピロリン酸ナトリウム水溶液を固形分と
して０．６部添加した。内温７０℃で制御した後、酸基含有共重合体ラテックス（Ｋ）を
固形分として１．２部添加し、３０分撹拌、肥大化を行い、ゴム状重合体のラテックスを
得た。得られたラテックス状のゴム状重合体の体積平均粒子径は２９０ｎｍ、ゲル含有量
は８５％であった。
【００５９】
　得られたゴム状重合体のラテックスに、硫酸第一鉄七水塩０．００１部、エチレンジア
ミン四酢酸二ナトリウム塩０．００３部、ナトリウムホルムアルデヒドスルホキシレート
０．３部、イオン交換水１０部からなる水溶液を添加した。次いで、アクリロニトリル１
５部、スチレン３５部、ｔ－ブチルハイドロパーオキサイド０．２２５部からなる混合液
を１００分間にわたって滴下し、重合した。滴下終了後、温度８０℃の状態を３０分間保
持した後、クメンヒドロパーオキシド０．０５部を添加し、さらに温度７５℃の状態を３
０分間保持した後、冷却し、グラフト共重合体（Ｃ－３）のラテックスを得た。
　次いで、１．５％硫酸水溶液１００部を８０℃に加熱し、この中へグラフト共重合体（
Ｃ－３）のラテックス１００部を徐々に滴下して凝固した。そして、析出物を分離し、脱
水、洗浄した後に乾燥して、グラフト共重合体（Ｃ－３）を得た。
【００６０】
「他の熱可塑性樹脂（Ｄ）」
＜製造例５：他の熱可塑性樹脂（Ｄ－１）の製造＞
　アクリロニトリル２７部およびスチレン７３部を公知の懸濁重合により重合し、Ｎ，Ｎ
－ジメチルホルムアミド溶液から２５℃で測定した還元粘度が０．６１ｄｌ／ｇであるア
クリロニトリル－スチレン共重合体を得た。これを他の熱可塑性樹脂（Ｄ－１）として用
いた。
【００６１】
＜製造例６：他の熱可塑性樹脂（Ｄ－２）の製造＞
　アクリロニトリル１９部、スチレン５３部およびＮ－フェニルマレイミド２８部を公知
の連続溶液重合により重合し、Ｎ，Ｎ－ジメチルホルムアミド溶液から２５℃で測定した
還元粘度が０．６５ｄｌ／ｇであるアクリロニトリル－スチレン－Ｎ－フェニルマレイミ
ド三元共重合体を得た。これを他の熱可塑性樹脂（Ｄ－２）として用いた。
【００６２】
「カーボンブラック（Ｂ）」
　（Ｂ－１）越谷化成工業（株）製“ＲＢ－９２９９５Ｓ”。
　（Ｂ－２）レジノカラー工業（株）製“ＡＢＦ－ＴＴ２３５１－Ｇ”。
　（Ｂ－３）マエダ化成（株）製“ＤＢＳＰ－３６８７ＨＣ”。
　（Ｂ－４）オリオン・エンジニアドカーボンズ（株）製“ＦＷ２８５”。
　（Ｂ－５）キャボットジャパン（株）製“ＢＰ２０００”。
　（Ｂ－６）三菱化学（株）製“＃４４”。
【００６３】



(14) JP 2017-179073 A 2017.10.5

10

20

30

「実施例１～８、比較例１～５」
　表１～３に示す種類および量のグラフト共重合体（Ｃ）、他の熱可塑性樹脂（Ｄ）およ
びカーボンブラック（Ｂ）と、エチレンビスステアリルアミド１部と、シリコーンオイル
ＳＨ２００（東レ・ダウコーニング株式会社製）０．２部と、アデカスタブＡＯ－６０（
株式会社ＡＤＥＫＡ製）０．２部と、アデカスタブＬＡ－５７（株式会社ＡＤＥＫＡ製）
０．４部とをヘンシェルミキサーを用いて混合した。得られた混合物を、スクリュー式押
出機（株式会社日本製鋼所製、ＴＥＸ－３０α型二軸押出機）を用いて２５０℃にて溶融
混練した後、ペレタイザーにてペレット化してペレット状の熱可塑性樹脂組成物を得た。
　得られた熱可塑性樹脂組成物について、前記の手順で耐衝撃性、レーザー溶着外観、振
動溶着外観、熱板溶着外観および色調を評価した。これらの結果を表１～３に示す。
　また、各例で使用したカーボンブラック（Ｂ）の二次粒子の特性（体積平均粒子径、粒
子径８００ｎｍ以上の二次粒子の割合、粒子径分布から求めたＭの値）を表１～３に併記
する。
【００６４】

【表１】

【００６５】
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【表２】

【００６６】

【表３】

【００６７】
　表１～３に示すように、各実施例で得られた熱可塑性樹脂組成物からは、耐衝撃性、レ
ーザー溶着外観、振動溶着外観、熱板溶着外観および色調に優れた成形品が得られた。
　一方、各比較例の場合、成形品の耐衝撃性、レーザー溶着外観、振動溶着外観、熱板溶
着外観および色調のいずれか一以上の項目に劣る結果となった。
　具体的には、比較例１の場合、カーボンブラック（Ｂ）の二次粒子全体に対する粒子径
８００ｎｍ以上の二次粒子の割合が２０％以上であるため、レーザー溶着外観が劣ってい
た。
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　比較例２の場合、カーボンブラック（Ｂ）の二次粒子の体積平均粒子径が２００ｎｍ未
満であるため、レーザー溶着外観が劣っていた。
　比較例３の場合、カーボンブラック（Ｂ）の含有量が少なかっため、レーザー溶着外観
および色調が劣っていた。
　比較例４の場合、カーボンブラック（Ｂ）の含有量が多かっため、耐衝撃性およびレー
ザー溶着外観が劣っていた。
　比較例５の場合、グラフト共重合体（Ｃ）を含有しなかったため、耐衝撃性、レーザー
溶着外観、振動溶着外観および熱板溶着外観が劣っていた。
【産業上の利用可能性】
【００６８】
　本発明によれば、色調、およびレーザー溶着、振動溶着または熱板溶着による溶着後の
外観に優れ、さらに樹脂部材として十分な耐衝撃性を有した成形品を得ることができる熱
可塑性樹脂組成物を提供することができる。特に成形品の色調とレーザー溶着後の外観と
のバランスは、従来知られている熱可塑性樹脂組成物では得られない非常に高いレベルで
あり、灯具・内装・外装などの車両用部品、ＯＡ機器や家電部品、医療用器具、各種工業
用材料としての利用価値は極めて高い。
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